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多
久
市
は
、
地
方
財
政
法
附
則
第　

条
３３

の
９
の
規
定
に
基
づ
く
「
公
的
資
金
補
償

金
免
除
繰
上
償
還
に
係
る
財
政
健
全
化
計

画
お
よ
び
公
営
企
業
経
営
健
全
化
計
画
」

を
作
成
し
、
総
務
省
と
財
務
省
に
提
出
し

ま
し
た
。

■
公
的
資
金
補
償
金
免
除
繰
上
償
還

　

繰
上
償
還
と
は
、
借
り
入
れ
た
資
金
の

全
部
ま
た
は
一
部
を
所
定
の
期
限
前
に
繰

り
上
げ
て
償
還
す
る
こ
と
を
い
い
ま
す
。

通
常
、
繰
上
償
還
を
す
る
場
合
は
、
償
還

期
限
分
の
予
定
利
子
相
当
額
を
補
償
金
と

し
て
支
払
う
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

地
方
自
治
体
や
地
方
公
営
企
業
の
地
方

債
の
う
ち
、
政
府
系
金
融
機
関
か
ら
借
り

入
れ
た
「
公
的
資
金
」
の
年
利
５
％
以
上

の
地
方
債
に
つ
い
て
、
特
例
に
よ
り
平
成

　

年
度
か
ら
３
年
間
に
限
り
、
繰
り
上
げ

１９償
還
に
対
す
る
補
償
金
が
免
除
さ
れ
る
も

の
で
す
。

　

こ
れ
に
よ
り
財
政
負
担
（
公
債
費
）
を

軽
減
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

た
だ
し
適
用
を
受
け
る
に
は
、
国
の
基

準
を
満
た
し
た
「
財
政
健
全
化
計
画
」
ま

た
は
「
公
営
企
業
経
営
健
全
化
計
画
」
の

策
定
が
義
務
づ
け
ら
れ
て
い
ま
す
。 

　

平
成　

年　

月　

日
付
け
で
こ
の
計
画

２０

１１

２８

が
国
に
承
認
さ
れ
、
平
成
４
年
以
前
に
借

り
入
れ
た
年
利
７
％
以
上
の
普
通
会
計
に

係
る
地
方
債
（
公
的
資
金
分
）
お
よ
び
年

利
５
％
以
上
の
水
道
事
業
会
計
に
係
る
地

方
債
（
公
的
資
金
分
）
を
繰
上
償
還
し
、

計
画
に
基
づ
い
た
行
財
政
改
革
を
進
め
、

財
政
健
全
化
を
図
っ
て
い
き
ま
す
。 

　

財
政
健
全
化
計
画

等
の
詳
細
に
つ
い
て

は
、市
の
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
に
掲
載
し
て
い
ま

す
の
で
ご
覧
く
だ
さ

い
。

　
　

http://w
w
w
.city.taku.lg.jp/

■
問
い
合
わ
せ

　

財
政
課　

財
政
係　

緯　

−

２
１
１
８

７５

財
政
健
全
化
計
画
等
を
作
成
し
ま
し
た

猿
対
策
事
業
の
内
容

　
「
施
設
園
芸
用
燃
油
」
や
「
肥
料
」
の
経

　

費
が
前
年
よ
り
増
加
し
た
分
の
７
割
を

　

助
成
し
ま
す

猿
助
成
の
対
象
者

　
「
施
設
園
芸
用
燃
油
の
使
用
量
」
か
「
化

　

学
肥
料
の
施
肥
量
」
を
２
割
以
上
低
減

　

す
る
３
名
以
上
の
農
業
者
グ
ル
ー
プ

　　　

詳
細
に
つ
い
て
は
、

左
記
の
い
ず
れ
か
に

１
月　

日
木
ま
で
に

１５

お
問
い
合
わ
せ
く
だ

さ
い
。

■
問
い
合
わ
せ

　

Ｊ
Ａ
さ
が
多
久
営
農
経
済
事
業
所

　
　
　
　
　
　
　
　
　

緯　

−

２
０
７
７

７１

　

多
久
市
農
林
課　

農
政
係

　
　
　
　
　
　
　
　
　

緯　

−

４
８
２
５

７５

多久市では財政の健全化を次のように計画しています

平成２０年度　繰上償還額
　　　・普 通 会 計　　１５，７９４，６８７円
　　　・水道事業会計　　５４１，８６６，３６７円

猿経常収支比率　
　地方交付税や地方税などの一般財源のうち、人件費、扶助費や公債費な
ど、経常的に支出される経費に充てられる割合。７５％が望ましいとされてい
ます。
猿実質公債費比率　
　地方交付税や地方税などの一般財源のうち、公債費など借入金の返済に充
てられる経費の割合。１８％を超えると、地方債発行には国や県の許可が必要
となり、さらに３５％に達すると「財政再建団体」に指定されます。

　区画整理事業など過去に借り入れた公債費償還のピークが平成
２６年度と予想され、この年度までは実質公債費比率は増加します
が、平成２７年度以降は低下する見込みです。

Ｈ１９ 全国市区
町村平均Ｈ２４Ｈ２３Ｈ２２Ｈ２１Ｈ２０年　度

９２．０％ 95.1％ 96.0％ 97.8％ 99.0％９８．５％経常収支
比　率

１２．３％ 15.6％ 15.0％ 14.5％ 13.5％１３．４％ 実質公債費
比　率

行 政 か ら の お 知 ら せ
I n f o r m a t i o n

農
家
の
み
な
さ
ま
へ

施
設
園
芸
用
燃
油
・
肥
料
の

高
騰
に
対
す
る
国
の
緊
急
対

策
事
業
の
お
知
ら
せ
で
す


